









































































































































































1. 1. 2. 　環境倫理と多国間条約
以前、福士 15）に言及し地球環境問題が盛り上がっ
たのは 1972 年頃と 1992 年頃だと述べたことがあ























































































































































































































































































が確立したのは 1803 年の Marbury v. Madison 判
決 44）だが、この時期の法律の解釈を確認する。1798












































































紀中頃から末までの期間」とは、1857 年の Dred 
Scott 判決 57）、南北戦争（1861-1865）、第14修正を
含 む 三 つ の 憲 法 修 正（1865-1870）、1873 年 の

















































































































年の Munn 判決 77）より第14修正1節3項のデュー・
プロセス条項を用いて州法の違憲審査をする実体的
デュー・プロセス理論の準備をはじめ、1878年の




2. 1. 2で述べるように、この Mugler 判決での合理










































































































96）	筆者が調べたかぎりでは、33判例の内訳は、1799年までのものが 6、1800-1849年のものが 13、1850年以降のものが 9、不明















































年の Carolene 判決 108）においてストーン裁判官は、











































































































































合した。1925年には現状追認の Plessy v. Ferguson
判決 120）を出し、これは「分離せずとも平等の法理」
として先例となっていた。1954 年の Brown I 判































































こで、第一点については、1961年の Mapp v. Ohio
判決 130）で違法に取得された証拠の公判における使
用の禁止を、1964 年の Aguilar 判決 131）で逮捕状、
捜索令状の発行要件の厳格化を判示した。第二点に
ついては、1963年の Gideon v. Wainwritht 判決 132）
で重罪における公選による弁護人の義務づけを、同
年の Douglas v. California 判決 133）で上訴のための
弁護人の義務づけを、1964 年の Escobedo 判決 134）
























の公判記録の写しの付与を、1963 年の Brandy 判
決 136）で検察官が有する証拠の開示、不開示、1964
年 の Arnold 判 決 137）で 陪 審 員 の 選 任、1965 年 の
Douglas v. Alabama 判決で敵性証人に対決する特
権、1967 年の Washington 判決 138）で防御のための
証人の強制的手続を用いる権利、に関するそれぞれ
憲法上の審査の強化を示した。さらに、1967年の






































































































of the people を意味すること、第二に、同じく民
主主義とは統治の方法または形式として by the 
people を意味すること、第三に、しかし、今日民
主主義が語られる場合、両者に for the people も含
めて漠然と語られることが多いこと、第四に、第二
点の by the people を重視するのは、手続的民主主
義の立場であること、第五に、統治の目標である実































































































































































































































































































判決（注120）、Brown	 I 判決（注121、人種差別）、Lee	Optical 判決（注80、経済的自由と司法審査）、Roe 判決（注141、妊娠
中絶）である。






適用して違憲無効とした。出産の権利を 1. 2. 2でも
論じた基本的権利としたのである。ウォーレン・コー





























































































3. 2. 1　Roe‌v.‌Wade 事件以降
ウォーレン・コート（1953-1969）の司法積極主
義を嫌う共和党政権は 1969年に保守的なバーガー






















ついては、1976年の Danforth 判決 217）で違憲無効と
された。未成年者の中絶には親の同意を必要とする
要件は、Danforth 判決に加え、1979 年の Bellotti
判決 218）でも違憲とされたが、1981 年の Matheson
判決 219）では、事前に親への通知を要求する制度は
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